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人びとのポピュリスト態度は、日本においてはどのような性質を
持っているのか。本稿は、ポピュリスト志向を「いまの政党や政
治家は腐敗しきっており、人びとの敵をやっつける強い指導者が
必要」であり、かつ、「政策を決定する際は、ふつうの人びとの
意見を優先するべきだ」と考えていることと操作化し、社会経済
的属性やさまざまな態度との関連を分析した。
学歴や世帯年収が高くなるとポピュリスト志向にはなりにくい。
神経症傾向が強い人や信仰に価値を置かない人はポピュリスト志
向になりやすい。将来社会に楽観的な人はポピュリスト志向には
なりにくい。
政治的有効性感覚が強いと、ポピュリスト志向は抑えられる。た
だし、政治関心が高いほどポピュリスト志向になりやすく、ポピュ
リスト志向とは政治的疎外の言い換えではなく、既成のエリート
に対して不信を強め、政治への効力感を減じつつも関心は持って
いる、政治的疎外の進行段階と言えるのかもしれない。
そして、ポピュリスト志向の人は、自民党の支持率が相対的に低
いが、立憲民主党や共産党の支持率を押し上げるわけでもない。
彼らは、無党派や棄権志向と並び、日本維新の会とれいわ新選組
を支持している可能性がある。
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Abstract 
人びとのポピュリスト態度は、日本においてはどのような性質を持っているのか。本

稿は、ポピュリスト志向を「いまの政党や政治家は腐敗しきっており、人びとの敵をや

っつける強い指導者が必要」であり、かつ、「政策を決定する際は、ふつうの人びとの

意見を優先するべきだ」と考えていることと操作化した上で、社会経済的属性やさまざ

まな態度との関連を分析した。 
学歴が高くなるほどポピュリスト志向にはなりにくい。世帯年収が多くなるほどポピ

ュリスト志向を帯びにくい傾向も見られる。神経症傾向が強い人はポピュリスト志向に

なりやすい。信仰に価値を置かない人はポピュリスト志向になりやすい。将来社会を楽

観している人ほどポピュリスト志向にはなりにくい。 
政治的有効性感覚が強いと、ポピュリスト志向は抑えられる。ただし、政治関心が高

いほどポピュリスト志向になりやすく、ポピュリスト志向とは政治的疎外の単なる言い

換えではなく、既成のエリートに対して不信を強め、政治への効力感を減じつつも関心

は持っている、政治的疎外の進行段階と言えるのかもしれない。 
そして、ポピュリスト志向の人はそうでない人と比べて、長期的党派性と投票予定政

党の両方で自民党の支持率が低いが、立憲民主党や共産党の支持率を押し上げるわけで

もない。日本維新の会とれいわ新選組については、無党派層や棄権志向と並んで、ポピ

ュリスト志向の人びとが相対的に支持している可能性がある。 
 
 

１．はじめに 

 
日本でポピュリストは勢力を拡大しているのか。重要な質問ではあるけれども、回答

はなかなか難しい。 
そもそも、誰がポピュリストであるかの共通了解がない。学術研究に限ったとき、日

本にもポピュリストが存在するという立場を採る者の多くは、橋下徹・松井一郎・吉村

洋文と大阪維新の会、小池百合子と都民ファーストの会、山本太郎とれいわ新選組を該

当例として挙げており（水島 2016、松谷 2022）、橋下自身も、正しいポピュリズムこ
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そ民主政治の根本と言い切るが（橋下 2018）、これらには大都市を支持基盤としている

点でヨーロッパの主要ポピュリスト政党――例えば、フランスの国民戦線（現・国民連

合）、ドイツのための選択肢、イギリス独立党（当時）、オランダの自由党――と違いも

指摘されている。逆に、中曽根康弘、細川護煕、菅直人、石原慎太郎、田中康夫、加藤

紘一、田中真紀子、小泉純一郎など、さらに多くの政治家または政治運動をポピュリス

ト／ポピュリズムとみなす例も見られる（大嶽 2003、吉田 2011）。 
このようにポピュリストの外延が定まらないのだから、ポピュリストの内包も明らか

にはならない。ポピュリストの概念的定義が決まらなければ、その操作的定義も試論的

たらざるを得ない。操作化のやり方次第で、冒頭の問いに対する答えはイエスにもノー

にもなりうる。 
以上を前提としながら、本稿はしばしば参照される学術的定義に基づいて操作化した

ところの、という限定条件――その定義が正しいかどうかは措くとして――を付した上

での人びとのポピュリスト態度は、日本においてはどのような性質を持っているのかを

考察するものである。 
 
 

２．ポピュリズム態度 

 

２－１．ポピュリズムの定義 

しばしば参照される学術的定義として、本稿では、The Oxford Handbook of Populism で

示された 3 つのポピュリズム／ポピュリストの概念的定義を検討したい（Kaltwasser et 
al. 2017）。 
初めは、イデオロギーとしての側面を重視したミュデの定義である。それによると、

ポピュリズムとは「社会が究極的に『汚れなき人民』対『腐敗したエリート』という敵

対する 2 つの同質的な陣営に分かれると考え、政治とは人民の一般意志の表現であるべ

きだと論じる、中心の薄弱なイデオロギー」とされる（Mudde 2004: 543）1。 
これに対してウェイランドは、ポピュリズム／ポピュリストの政治戦略としての側面

を強調する。すなわち、ポピュリズムとは「個性的なリーダーが、ほぼ未組織のフォロ

ワーの多数からの直接的で、媒介されない、非制度的な支持にもとづいて、政府権力を

追求または行使する政治戦略」である（Weyland 2001: 14）。 
他方、オスティガイは社会文化的側面に着目し、「ポピュリズムとは、政治において、

文化的に大衆的で土着的であることを、そして意思決定のモードとして個人主義的であ

ることを敵対的、動員的に誇示することと定義される。（中略）総合すると、ポピュリ

ズムとは敵対的、動員的な『下』の誇示である。」という定義を提案した（Ostiguy 2017: 
84）。 

 
1 日本語訳は Mudde and Kaltwasser（2017 = 2018: 14）に拠った。 
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２－２．ポピュリスト態度の計測法 

これらのうち、人びとのポピュリスト態度を計測するために広く用いられているのは、

ミュデの定義である。すなわち、前述の概念定義を基にして、Akkerman, Mudde and 
Zaslove（2014）は、①国会議員 2は人びとの意思に従う必要がある、②最も重要な政策

決定は政治家ではなく人びとが行うべきだ、③エリートと人びとの政治的差異は人びと

の間にあるそれよりも大きい、④自分は 1 人の政治家よりも 1 人の市民によって代表さ

れたい、⑤政治家は口先ばかりで行動を伴わない、⑥政治において「妥協」と呼ばれて

いるものは原理原則への裏切りにすぎない、という質問への回答（全く賛成～全く反対

の 5 点尺度）の平均値を以て、ポピュリスト態度を操作化した。 
しかし、この操作的定義には、ウェイランドやオスティガイが強調した政治的リーダ

ーの要素がほとんど含まれない。それでも各国のポピュリスト政党支持をよく説明でき

るとされるが、少なくとも日本に関して、ミュデらの操作的定義を原型にしたポピュリ

スト態度は 3、東京都議会選挙における都民ファーストの会に対する投票、あるいは大

阪維新の会・日本維新の会、橋下徹・松井一郎・吉村洋文に対する支持態度や感情温度

と明確な関連が認められなかった（Hieda et al. 2019、善教 2021）。都民ファーストや維

新支持者は（これらの研究で採用された定義に拠る）ポピュリストではないという解釈

も成り立ちうるし、操作的定義にもっとリーダーの要素を加味するなど別の操作的定義

を採用したり、首長選を対象にした調査を行ったりすれば、別の所見が得られたかもし

れない。 
この点で、リーダーシップを前面に出してポピュリスト態度の操作化を試みたのが、

松谷（2022）である。同書は「A：首長（知事や市長）を選ぶなら、『素人だが市民の代

表』がよい／B：首長を選ぶなら、『市民の代表ではないが行政のプロ』がよい」および

「A：物事を決定する際、リーダーシップによるすばやい決定が重要である／B：時間

をかけて皆で話し合い、納得した結論を導くことが重要である」という 2 つの質問（A
に近い～B に近いの 4 点尺度）を行い、両項目共「A に近い」または「どちらかといえ

ば A に近い」と回答した者をポピュリストとして定義した。ただ、そこでは人びととエ

リートを対立的に捉える側面、特に後者を「腐敗した」と形容するポピュリズムの善悪

二元論的要素が抜け落ちている。また、「首長（知事や市長）を選ぶなら」という条件

を付しており、国の政治、特に議院内閣制を分析する指標としては疑問が残る。 
もう 1 つ、日本におけるポピュリスト態度の分析でミッシング・チャプターとなって

いるのは、全国の人びとを対象にした、無作為抽出に基づく公開データが（管見の限り）

提供されていないことである。前述の先行文献は、特定の自治体を対象にした、かつ／

または社会経済的属性のみによっては補正しきれないバイアスを含みうるモニター型

 
2 原著論文ではオランダ議会議員。 
3 厳密に言うと、ミュデを原型にした Schulz et al.（2018）による操作的定義。 
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インターネット調査に基づいている 4。 
 

２－３．本稿の方法 

そこで本稿は、以下の要領で日本におけるポピュリスト態度を計測することにした。 
ポピュリスト態度の操作的定義としては、①「いまの政党や政治家は腐敗しきってお

り、人びとの敵をやっつける強い指導者が必要だ」という質問（そう思う～そう思わな

いの 5 点尺度）に対して「そう思う」または「どちらかといえばそう思う」と回答し、

かつ、②「A：政策を決定する際は、専門家が議論した結果を優先するべきだ／B：政策

を決定する際は、ふつうの人びとの意見を優先するべきだ」という質問（A に近い～B
に近いの 5 点尺度）に「B に近い」または「どちらかといえば B に近い」と回答した人

をポピュリスト志向とみなすことにした。 
善悪二元論を以て人びとを主役に据える一方でエリートを腐敗していると敵視する

ミュデ流のポピュリズムの各要素を含めつつ、ウェイランドやオスティガイが重視した

リーダーの要素を加味したのが、①の質問文である。ただし、次に述べるとおり、本稿

が用いるデータの収集期間は政治資金パーティーをめぐる政治家の政治資金規正法違

反事件が大きく報道されていた時期と重なったため、ポピュリスト志向を計測しようと

いう調査票設計時の意図を超えて、回答者が「いまの政党や政治家は腐敗しきっており」

の部分に強く反応したものと推定される。そこで、エリートと人びとの対置を強調した

②の質問文を組み合わせた操作的定義を採用することにした。 
データは、2024 年 NIRA 基本調査を用いる。日本全国の 18 歳以上男女から層化二段

無作為抽出により 5,000 人のサンプルを選び、2024 年 1 月 19 日から 2 月 4 日にかけて、

調査員が対象者宅を訪ねる留置法によって調査を実施し、有効回収数は 2,441人（48.8%）

であった 5。無作為抽出による調査であっても未回収などによるバイアスが含まれうる

が（谷口・大森 2022）、本稿ではあえて補正は行わない。本データに前記の操作的定義

を適用した結果、一部無回答者を除いた 2,395 人のうち 539 人（22.5%）がポピュリス

ト志向となった。 
 
 
 
 
 
 

 
4 インターネット調査に含まれるバイアスに関しては、谷口・大森（2022）を参照されたい。 
5 調査方法の詳細は、NIRA 総合研究開発機構「第 2 回政治・経済・社会に関する意識調査

（NIRA 基本調査）（速報）」を参照されたい。本調査は、公益財団法人 NIRA 総合研究開発機

構倫理審査委員会の承認（23107-2023R46-01）を得て実施された。データは同機構のウェブサ

イトで公開予定。 
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３．分析結果 
 

３－１．社会経済的属性 

まず、ポピュリスト志向と他の主要な調査項目との関連を、1 つずつ確認しておく 6。 
性別（男女比）については、非ポピュリスト志向は 48：52、ポピュリスト志向は 46：

54 と、統計的有意な差は認められない（図 1）。 
 

図 1 ポピュリスト志向の性別構成 

 
 
年齢については、非ポピュリスト志向は平均 54.9 歳、ポピュリスト志向は平均 57.3

歳と、加齢とポピュリスト志向には関連がある（図 2）。 
 

図 2 ポピュリスト志向の年齢構成 

 

 
 

6 以後、各項目の無回答者は集計から除いている。 
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居住地の都市規模については、最も大規模な都市部に住んでいる者の割合を見てみる

と、非ポピュリスト志向では 26.2%、ポピュリスト志向では 25.6%と差はない。全国を

11 地域に区分したときの人口比も、ポピュリスト志向の有無による有意差は存在しな

い。 
学歴について、大学卒業以上の割合をとると、非ポピュリスト志向では 30.3%、ポピ

ュリストでは 21.0%と、ポピュリスト志向の人には大卒者が少ない傾向が認められる

（図 3）。 
 

図 3 ポピュリスト志向の最終学歴分布 

 

 
就業上の地位について、無職（高齢などを含む）の割合を見てみると、非ポピュリス

ト志向では 34.4%、ポピュリスト志向では 34.5%と差はない（図 4）。 
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図 4 ポピュリスト志向の職業分布 

 

 
世帯年収について、0（収入なし）から 13（2,000 万円以上）の尺度で回答してもらっ

た平均値を見ると、非ポピュリスト志向は 5.90、ポピュリスト志向は 5.45 と、ポピュリ

スト志向の方が低年収である（図 5）。 
 

図 5 ポピュリスト志向の世帯年収分布 

 
 
世帯の家計状況と日本の経済状況の評価について、1 年前と比べて悪くなったと答え

た者の割合は、非ポピュリスト志向では世帯 38.4%、日本 62.7%であったのに対し、ポ

ピュリスト志向では世帯 51.2%、日本 78.1%と、ポピュリスト志向はより低く現状を評

価している。同様に、5～10 年後の家計や日本の経済見通しが悪くなると答えた割合に

ついても、非ポピュリスト志向の世帯 46.6%、日本 56.6%に対し、ポピュリスト志向は
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世帯 53.0%、日本 71.2%とより悲観的である（図 6）。 
 

図 6 ポピュリスト志向の経済評価 

 
 

階層意識について、「中の下」または「下」と回答した者の割合を見ると、非ポピュ

リスト志向では 33.4%、ポピュリスト志向では 44.3%と、ポピュリスト志向の人の方が

階層意識は低い（図 7）。 
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図 7 ポピュリスト志向の階層意識分布 

 
 
３－２．性格や価値観 

性格（ビッグ・ファイブ）のうち、外向性、協調性、勤勉性、開放性については、ポ

ピュリスト志向の有無による有意差は確認されなかった 7。 
唯一、神経症傾向について、非ポピュリスト志向の人の平均値は 5.72、ポピュリスト

志向の人の平均値は 6.02 と、ポピュリスト志向の人の方が情緒不安定の傾向にある（図

8）。 
 
図 8 ポピュリスト志向の性格構成 

 

 
7 測定方法は日本語版 Ten Item Personality Inventory による（小塩他 2012）。ただし、本稿では

最低値 0～最高値 12 になるように、同論文の尺度（範囲 2～14）から 2 を減じた尺度を使用し

ている。 
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価値観のうち 8、伝統 9については非ポピュリスト志向の平均 1.50 に対してポピュリ

スト志向は 1.40 とやや弱く、普遍主義については非ポピュリスト志向の平均 2.32 に対

してポピュリスト志向は 2.37 と強く、安全については非ポピュリスト志向の平均 2.56
に対してポピュリスト志向は 2.67 と強くなっている。調和、博愛、自立、刺激、快楽主

義、達成、権力については両群に有意差は見られなかった（図 9）。 
 
図 9 ポピュリスト志向の価値観の分布 

 
 
３－３．社会意識 

生活満足度（0＝不満だ～4＝満足している）については、非ポピュリスト志向の平均

は 2.54 であるのに対して、ポピュリスト志向は平均 2.31 と現在の生活に対する不満感

が強い（図 10）。 
 

 
8 測定方法は Ten Item Values Inventory（TIVI）による（Sandy et al. 2016）。NIRA 調査では尺度

が逆転していたが、本稿では元（高値ほど当該価値を重視、最低値 0）に戻した。 
9 上記論文の直訳だが、少なくとも日本においては「信仰」とした方が分析結果を解釈しやす

いように思われる。 
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図 10 ポピュリスト志向の生活満足感 

 
 
5～10 年後の日本の予測について、非ポピュリスト志向とポピュリスト志向を比較す

ると（0＝そう思わない～4＝そう思うの 5 点尺度の平均値）、「物価が上がって生活が苦

しくなる」3.12：3.40、「より高齢まで健康でいられるようになる」2.00：1.86、「十分な

年金や医療サービスを受けられなくなる」2.71：3.02、「国内に住む外国人が増加する」

3.12：3.25、「コロナのような感染症が再び世界的に流行する」2.60：2.90、「生活を揺る

がすような異常気象や大規模災害が発生する」3.21：3.44、「近隣諸国で武力衝突が起き

る」2.80：3.05、「国内の治安が悪くなる」2.58：2.87 と、全ての項目に有意差が認めら

れた。いずれも（外国人の増加をどう評価するかを別にすれば）ポピュリスト志向の方

が将来の日本社会を悲観している（図 11）。 
デジタル化や技術革新によって起こりそうなことについても、非ポピュリスト志向と

ポピュリスト志向を比較すると（0＝全く起こりそうにない～3＝とても起こりそうの 4
点尺度の平均値）、「自分や家族ができる新たな仕事が生まれる」1.30：1.16、「自分や家

族の仕事がなくなる」1.44：1.55、「コミュニケーションや人間関係が希薄になる」1.91：
2.02、「生活が便利になる」1.78：1.65、「情報漏えいや不正アクセス等のセキュリティ被

害が増える」2.40：2.56、「うその情報が増えてだまされやすくなる」2.38：2.55、「富む

人と貧しい人の所得格差が拡大する」2.42：2.63 と、またも全ての項目でポピュリスト

志向の方が有意に悲観的な傾向が示された（図 12）。 
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図 11 ポピュリスト志向の 5～10年後の日本の見通し 
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図 12 ポピュリスト志向のデジタル化や技術革新の影響への認識 

 

 

社会に関する意識についてはどうだろうか。同様に非ポピュリスト志向とポピュリス

ト志向の平均値を比較すると（0＝そう思わない～4＝そう思うの 5 点尺度）、「努力をし

て働けば豊かな暮らしができる」2.31：2.07、「大多数の市民は善人だ」2.49：2.31、「た
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いていの人は信頼できる」2.27：2.12、「日本で働く外国人の受け入れを増やすべきだ」

2.04：1.83 と、ポピュリズム志向の方がネガティブに捉えている。なお、今生きている

人びとの負担となっても将来世代のことを考えて行動すべきであるという意見に対し

ては、非ポピュリスト志向とポピュリスト志向に有意差は見られなかった（図 13）。 
 

図 13 ポピュリスト志向の社会に関する意識 

 

 
３－４．政策態度 

直前の項目に関連して、より具体的な政策態度を見てみよう。「A：日本は財政赤字の

懸念はなく国債を発行しても問題ない／B：日本の財政赤字は危機的水準であるので国

債の発行は抑制すべきだ」のどちらの考えに近いかを聞いたところ（1＝A に近い～5＝
B に近いの 5 点尺度の平均値）、非ポピュリスト志向 3.50：ポピュリスト志向 3.75 と、
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ポピュリスト志向の方が国債発行に消極的なことが分かった。「もし所得税を 1 割増や

すなら、A：所得のある人全員の税率を 10%ずつ引き上げるべきだ／B：高額所得者の

税率の引き上げ幅をより大きくすべきだ」については、非ポピュリスト志向 3.52：ポピ

ュリスト志向 4.00 とポピュリスト志向の方がより強く累進強化に賛成であった。「A：

老後の生活は自助努力でまかなうのが基本で国による生活保障は最低限にとどめるべ

きだ／B：すべての人が充実した老後を暮らせるように国は十分な生活保障を行うべき

だ」については、非ポピュリスト志向 3.48：ポピュリスト志向 3.94 とポピュリスト志向

の方がより手厚い生活保障を望んでいる（図 14）。 
 

図 14 ポピュリスト志向の政策態度 

 

 

ポピュリスト志向の人の方が国債発行に消極的な点は意外に映るかもしれないが、自

らの税負担引き上げを望まず、また、将来自分たちの負担になるかもしれない国債発行

にも慎重で、高額所得者により多くを負担させて、全ての人びとに十分な生活を保障す

べきだ、というある意味一貫したロジックが存在しているようにも思われる。ちなみに、
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転職に対する態度については、非ポピュリスト志向とポピュリスト志向に有意差は存在

しなかった。 
自らの負担増を望まない中で、あえて自身の負担が増えても質や給付を充実させたい

公的サービスを挙げてもらったところ（複数選択可）、医療、介護・障がい者支援、年

金制度、生活支援については、非ポピュリスト志向の人よりもポピュリスト志向の言及

率が有意に高かった。逆に公共安全についてはポピュリスト志向の言及割合は低く、子

育て支援、学校教育、雇用支援、緊急時・災害時の支援、防衛について有意差は確認さ

れなかった。 
関連して、現在のサービス水準を維持したまま、それぞれの公的サービスの無駄な支

出をどれだけ減らせるかを尋ねたときには、社会保障費、行政の人件費、公共事業費の

いずれに対しても、ポピュリスト志向の人の方がより多くの支出を削減できると回答し

た。 
それでは、ポピュリスト志向の人は、どのような社会を理想としているのか。「A：働

いた成果とあまり関係なく貧富の差が少ない平等な社会／B：自由に競争し成果に応じ

て分配される社会」のどちらに近いか（1＝A に近い～5＝Bに近いの 5 点尺度の平均値）

については、非ポピュリスト志向 3.38：ポピュリスト志向 3.22 と共に B 寄りながらも、

ポピュリスト志向の方が自由競争社会に比較的慎重である。「A：税負担は大きいが福祉

などの行政サービスが充実した社会／B：福祉などの行政サービスを必要最小限に絞り

税負担の少ない社会」については、非ポピュリスト志向 2.67：ポピュリスト志向 2.80 と

ポピュリスト志向の方が大きな政府への踏み込みが弱い。「A：経済成長を重んじ公共投

資や公共事業を盛んに行う社会／B：財政規律を重んじ国や地方自治体の借金を大きく

しない社会」については、非ポピュリスト志向 3.11：ポピュリスト志向 3.24 と、ポピュ

リスト志向の方が財政規律重視であることの解釈は前述のとおりである。行政により規

制の是非や個人の利益と公共の利益のいずれを優先すべきかについては、両群に差は見

られなかった（図 15）。 
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図 15 ポピュリスト志向の理想の社会 

 
 
３－５．政治的疎外 

かつて著者は、政治的疎外は政治に対する否定的意識の総称であり、それがもたらす

帰結のうち脱政治化、投影（政治的疎外を他の個人や集団のせいにすること）、カリス

マ的リーダーへの同一化がポピュリズムに関連すると論じた（谷口 2018）。政治的疎外

とポピュリズム志向の関係を確かめよう。 
政治的疎外を表す変数として、本稿では政治的有効性感覚（のなさ）、政治不信、政

治的無関心を取り上げる。 
政治的有効性感覚は、政治が自分に何かをしてくれるという外的有効性感覚と、自分

は政治に何かをできるという内的有効性感覚から成る。 
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このうち外的有効性感覚は、①「今の政治家は、あまり私たちのことを考えていない」、

②「国会議員は、おおざっぱに言って当選したらすぐ国民のことを考えなくなる」の 2
つの質問によって操作化された（0＝そう思う～4＝そう思わない、の 5 点尺度。数値が

大きいほど外的有効性感覚が高いことを意味する）。①については非ポピュリスト志向

の平均 1.03 に対してポピュリスト志向は平均 0.47、②については非ポピュリストの 0.96
に対してポピュリスト志向 0.44 と、いずれもポピュリスト志向の外的有効性感覚は有

意に低い。 
一方の内的有効性感覚は、①「自分には政府のすることに対してそれを左右する力は

ない」、②「政治とか政府とかは、あまりに複雑なので、自分には何をやっているのか

よく理解できないことがある」の 2 つの質問で計測された（尺度は外的有効性感覚と同

じ）。平均値を比較すると、①については非ポピュリスト 0.91／ポピュリスト志向 0.64、
②については非ポピュリスト 1.33／ポピュリスト志向 1.13 であり、やはりポピュリス

ト志向の内的有効性感覚は低い（図 16）。 
 

図 16 ポピュリスト志向の政治的有効性感覚 

 



19 
 

政治不信については、政府／国会／政治家をどの程度信頼するかを尋ねた（0＝信頼

しない～3＝信頼する、の 4 点尺度）。非ポピュリスト志向の不信度は順に 1.35／1.28／
0.93、ポピュリスト志向は 0.87／0.79／0.58 と、政府、国会、政治家のいずれに対して

もポピュリスト志向の人びとの方が不信感は強い（図 17）。 
 

図 17 ポピュリスト志向の政府・国会・政治家への信頼 

 
 

関連して、公的サービスの満足感についても、わずかに有意水準を下回った子育て支

援を除く、医療サービス、介護・障がい者支援、年金制度、学校教育、雇用支援、生活

支援、公共安全、緊急時・災害時の支援、防衛の全てにおいて、ポピュリスト志向の満

足度は非ポピュリスト志向を有意に下回った。 
もう 1 つの政治的無関心については、①「自分は政治に関心がある方である」、②「日

本をとりまく国際問題に関心がある方である」という 2 つの質問を行った（0＝そう思

わない～4＝そう思う、の 4 点尺度）。①／②の平均値は非ポピュリスト志向が 2.00／
2.42、ポピュリスト志向は 2.20／2.57 であり、ポピュリスト志向の方が関心はより高い。

ポピュリスト志向とは政治的疎外の単なる言い換えではなく、既成のエリートに対して

不信を強め、政治への効力感を減じつつも、一般の人びとを代弁してくれる新たなリー

ダーの出現に望みを託している点では政治関心を失ってはいない、政治的疎外の中途形
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態の 1 つと言えるのかもしれない（図 18）。 
 

図 18 ポピュリスト志向の政治への関心 

 
 
３－６．政党支持 

かくてポピュリズム志向は、日本政治に対してどのような帰結をもたらしうるのか。

最後に政党支持との関連を見てみよう。一口に政党支持と言っても、投票した（するつ

もりの）政党というワン・ショットの行動（予定）から、より持続的な感情や認知まで

の広い幅がある（谷口 2012）。そこで NIRA 調査では、政党支持を「もし、この週末に

選挙があるとしたら、あなたは、どの政党に投票したいと思いますか」という投票予定

政党および「多くの人が「長期的に見ると、自分は△△党寄りだ」とお考えのようです。

短期的に他の政党へ投票することはもちろんあり得るとして、長い目で見ると、あなた

は『何党寄り』でしょうか」という長期的党派性の 2 種類計測した。 
まず、投票予定政党としての各党支持率については、非ポピュリズム志向／ポピュリ

ズム志向の比較で、自民党 33%／22%、立憲民主党 11%／11%、日本維新の会 12%／

15%、公明党 4%／4%、国民民主党 3%／2%、共産党 4%／4%、れいわ新選組 3%／5%、

（中略）棄権 1023%／29%であった（図 19）。 
 

  

 
10 「投票所で棄権する」「投票に行かない」の合計。 
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図 19 ポピュリスト志向の投票予定政党 

 

 

次に、長期的党派性については、自民党 39%／27%、立憲民主党 8%／7%、日本維新

の会 6%／13%、公明党 4%／2%、国民民主党 2%／1%、共産党 3%／3%、れいわ新選組

1%／3%、（中略）そのような政党はない 29%／33%であった（図 20）。 
 

図 20 ポピュリスト志向の長期的党派性 

 

 

ポピュリスト志向の人は、そうでない人よりも自民党を支持しにくい傾向がはっきり

と表れている。しかし、ポピュリズム志向の人びとは、旧民主党出身者が多い立憲民主

党や国民民主党、または共産党のような既成野党をより多く支持するわけでもない。他

方、日本維新の会とれいわ新選組に関しては、ポピュリスト志向の人びとの支持率が高

くなっているけれども、れいわは標本誤差の範囲内であり、維新についても計測法によ

って有意差があったりなかったりする。同時に脱政治化の行動様式である無党派または

棄権へという流れも見られるから、ポピュリスト志向の人びとは両党を支持している兆

候がある、といったあたりだろうか。 
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３－７．ロジスティック回帰分析 

ここまではポピュリスト志向と他項目との関連を 1 つずつ検証してきたが、最後にロ

ジスティック回帰分析により、各要素の影響力を考察したい。 
目的変数は、本稿で定義されたポピュリスト志向に該当するかどうかである。 
モデル 1 の説明変数は、性別、年齢、最終学歴、都市規模（大都市ほど高値）、世帯

年収（14 点尺度。多いほど高値）、階層意識（下降するほど低値）、性格（外向性、協調

性、勤勉性、神経症傾向、開放性）、価値観（調和、伝統、博愛、普遍主義、自立、刺

激、快楽主義、達成、権力、安全。逆順）である。これに加えて、モデル 2 では生活不

満、将来楽観（5～10 年後の日本の予測に関する回答を合計）11、公的サービス不満を、

さらにモデル 3 には政治不信（政府・国会・政治家に対する不信度を合計）、外的・内

的有効性感覚（それぞれ 2 項目の回答を合計。有効性感覚があるほど高値）、政治的無

関心（2 項目の回答を合計。関心がないほど高値）を含めた。 
推定結果は図 21 のとおりである。図中の〇□◇が 95%信頼区間付きの回帰係数であ

る 12。他の要因をコントロールした場合においても、最終学歴が高くなるほどポピュリ

スト志向にはなりにくい傾向が認められる。10%水準ながら、世帯年収が多くなるほど

ポピュリスト志向を帯びにくい様子も見られる。階層意識は、モデル 2、3 では影響を

持たなくなる。性格については、神経症傾向が強いほどポピュリスト志向になりやすい。

価値観については、重視すべき伝統あるいは信仰を持っていない人はポピュリスト志向

になりやすい。普遍主義や安全に関しては、政治意識などをコントロールした場合は有

意な関連を持たない。 
社会意識については、将来の社会を楽観視している人ほどポピュリスト志向にはなり

にくい。公的サービスへの不満は、政治意識に関する変数を投入すると有意な影響力が

消える。 
ポピュリスト志向は政治に対する態度の 1 つであるから、他の政治意識との関連は強

い。政治不信が強いほどポピュリスト志向になりやすい。政治的有効性感覚が強いと、

ポピュリスト志向は抑えられる。ただし、政治的疎外のうち政治関心に関しては、前節

に述べたとおり関心が高いほどポピュリスト志向になりやすい傾向が見られた。 
なお、モデル 3 における主要説明変数の平均限界効果は、世帯年収-0.006、神経症傾

向 0.011、伝統-0.017、将来不安 0.006、政治信頼-0.025、外的有効性感覚-0.043、内的有

効性感覚-0.013、政治関心 0.011 であった。 
 

  

 
11 楽観している人ほど高値になるように一部項目の尺度を反転。 
12 推定値の詳細は付録を参照されたい。 
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図 21 ポピュリスト志向のロジスティック回帰の推定結果 
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４．おわりに 
 
本稿は、ポピュリスト志向を「いまの政党や政治家は腐敗しきっており、人びとの敵

をやっつける強い指導者が必要」であり、かつ、「政策を決定する際は、ふつうの人び

との意見を優先するべきだ」と考えていることと操作化した上で、社会経済的属性やさ

まざまな態度との関連を分析した。 
人びとのポピュリスト態度は、日本においてはどのような性質を持っていたのだろう

か。このクエスチョンに答える主な分析結果は、以下のとおりである。 
最終学歴が高くなるほどポピュリスト志向にはなりにくい。また、世帯年収が多くな

るほどポピュリスト志向を帯びにくい傾向も見られる。神経症傾向が強い性格の人はポ

ピュリスト志向になりやすい。価値観として、信仰を持っていない人はポピュリスト志

向になりやすい。社会意識については、将来の社会を楽観視している人ほどポピュリス

ト志向にはなりにくい。 
政治態度については、政治的有効性感覚が強いと、ポピュリスト志向は抑えられる。

ただし、政治関心が高いほどポピュリスト志向になりやすい傾向も観察された。ポピュ

リスト志向とは政治的疎外の単なる言い換えではなく、既成のエリートに対して不信を

強め、政治への効力感を減じつつも、一般の人びとを代弁してくれる新たなリーダーの

出現に望みを託している点で政治関心を持っている、政治的疎外の進行段階と言えるの

かもしれない。 
そして、ポピュリスト志向の人はそうでない人と比べて、長期的党派性と投票予定政

党の両方で自民党の支持率が低いが、さりとて立憲民主党や共産党の支持率は高くない。

日本維新の会とれいわ新選組については、無党派層や棄権志向と並んで、ポピュリスト

志向の人びとが相対的に支持している可能性がある。 
はじめに述べたように、広くポピュリストと解されている政治家や政治勢力からポピ

ュリストとは何かを帰納的に定義するのが常である。本稿が参照した諸定義も、そのよ

うにして導き出されたものであろう。本稿の試みは、その論理の流れをあえて逆転させ

て、ポピュリズム／ポピュリストの概念定義から操作的定義に進み、個別具体の事例に

適用しようとするものであった。 
もし、こうした方法や定義が妥当であるならば、という仮定を付した上で、ポピュリ

ズム／ポピュリストに関する一般のイメージに再考が必要になるかもしれない点を 2
つ指摘しておきたい。 
ポピュリスト志向の人は、そうでない人と比べて（たとえ学歴は低くても）政治関心

はむしろ高い。（既得権益の擁護者に見える）既成政党からは疎外感を覚えつつも、政

治そのものから離れてしまうのではなく、新たなリーダーの登場を待っているのである。 
そして、国債発行を厭わずに財政を拡大すべしという巷間見られる主張は、ポピュリ

ストと相関はあるにしても、必ずしも理念型のポピュリストではない。なぜなら、ポピ
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ュリスト志向の人びとは、そうでない人よりも国債発行を抑制すべきと考えているから

だ。もちろんポピュリスト志向の人が自助努力社会や税・保険料負担を良しとしている

わけではなく、自分以外の富裕層や資産課税あるいは行政による「無駄」使いの削減に

よって財源は調達可能としている。これは、現在の日本でポピュリストと呼ばれている

人びとや勢力（がそうであるかどうかはともかく）以上の、さらなるポピュリストが理

念上あり得ることを意味する。ただし、かくのごとき「ザ・ポピュリスト」が日本政治

に福音をもたらすどうかは、まったく別の話である。 
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付録 ロジスティック回帰の推定値 

 

 

モデル1 モデル2 モデル3 モデル1 モデル2 モデル3

性別 0.001 0.042 0.003 普遍主義 0.098* 0.104* 0.098
(0.118) (0.124) (0.134) (0.055) (0.059) (0.060)

年齢 0.007* 0.005 0.005 自立 0.003 -0.022 -0.021
(0.004) (0.004) (0.004) (0.064) (0.067) (0.070)

学歴 -0.160*** -0.138** -0.134** 刺激 0.037 0.045 0.072
(0.059) (0.063) (0.066) (0.067) (0.071) (0.074)

都市規模 0.027 0.039 0.019 快楽主義 0.070 0.063 0.042
(0.040) (0.042) (0.044) (0.062) (0.064) (0.066)

世帯年収 -0.011 -0.026 -0.042* 達成 -0.050 -0.040 -0.028
(0.020) (0.021) (0.022) (0.066) (0.068) (0.069)

階層意識 -0.241*** -0.023 0.056 権力 0.078 0.078 0.073
(0.077) (0.089) (0.093) (0.066) (0.068) (0.069)

外向性 0.045* 0.044 0.033 安全 0.104** 0.108* 0.074
(0.026) (0.027) (0.028) (0.053) (0.055) (0.057)

協調性 0.009 0.036 0.051 生活満足感 -0.082 -0.106
(0.032) (0.034) (0.035) (0.069) (0.072)

勤勉性 0.017 0.003 0.012 将来不安 0.090*** 0.038**

(0.028) (0.029) (0.030) (0.015) (0.016)

神経症傾向 0.078*** 0.066** 0.074** 政策満足度 -0.034*** -0.005
(0.028) (0.029) (0.031) (0.011) (0.012)

開放性 -0.003 -0.009 -0.014 政治信頼 -0.169***

(0.028) (0.030) (0.031) (0.035)

調和 -0.032 -0.025 0.013 外的有効性 -0.288***

(0.057) (0.059) (0.062) (0.052)

伝統（信仰） -0.157*** -0.133** -0.115* 内的有効性 -0.086**

(0.054) (0.057) (0.059) (0.037)

博愛 0.046 0.021 0.003 政治関心 0.074**

(0.069) (0.073) (0.075) (0.034)

定数 -2.418*** -3.939*** -2.574***

(0.501) (0.667) (0.708)

N 2,074 1,984 1,945
対数尤度 -1,071.172 -983.027 -897.702
AIC 2,186.343 2,016.054 1,853.405

*p<0.1, **p<0.05, ***p<0.01
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